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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
(注) １  当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

２  １株当たり情報の算定上の基礎は、「第４  経理の状況」中、「１  四半期連結財務諸表」の「１株当たり

情報」に記載しております。 

３  自己資本比率は、（（四半期）期末純資産の部合計－（四半期）期末新株予約権－（四半期）期末少数株主

持分）を（四半期）期末資産の部の合計で除して算出しております。 

４  信託財産額は、「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づく信託業務に係るものを記載しており

ます。なお、該当する信託業務を営む会社は提出会社１社です。 

  

当第１四半期連結累計期間において、当行及び当行の関係会社が営む事業の内容については、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社についても、異動はありません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

 
平成24年度第１四半期 

連結累計期間
平成25年度第１四半期 

連結累計期間
平成24年度

 
至平成24年６月30日) 
(自平成24年４月１日

至平成25年６月30日) 
(自平成25年４月１日

至平成25年３月31日) 
(自平成24年４月１日

経常収益 百万円 44,448 53,715 162,462 

  うち信託報酬 百万円 0 0 3 

経常利益 百万円 10,476 17,693 39,832 

四半期純利益 百万円 5,645 10,667 ― 

当期純利益 百万円 ― ― 22,151 

四半期包括利益 百万円 △2,920 2,621 ― 

包括利益 百万円 ― ― 76,380 

純資産額 百万円 487,673 562,560 563,238 

総資産額 百万円 6,735,905 7,216,602 7,254,978 

１株当たり四半期純利益
金額 

円 11.04 21.07 ― 

１株当たり当期純利益 
金額 

円 ― ― 43.61 

潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益金額 

円 11.04 21.05 ― 

潜在株式調整後１株当た
り当期純利益金額 

円 ― ― 43.57 

自己資本比率 ％ 6.91 7.45 7.43 

信託財産額 百万円 535 505 528 

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第１四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等はありません。また、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更

はありません。 

  

該当ありません。 

  

(1) 業績の状況 

(金融経済環境) 

当第１四半期連結累計期間における当行の主要な営業基盤である長野県経済は、需要回復の兆しから輸

出や生産が下げ止まり、一部に持ち直しの動きがみられました。また、個人消費も底堅く推移しており、

緩やかながら景気回復に向かう動きがみられ始めました。 

金融面においては、10年物国債利回りは、期初の0.5％台からスタートし、日銀の金融緩和を受け長期

金利は大きく乱高下し、後半から期末にかけては0.8％台で推移する展開となりました。一方、日経平均

株価は、為替が円安に進んだことなどから期初の１万２千円台から一時１万５千円台後半まで上昇しまし

たが、その後米国の金融緩和政策の縮小観測や中国の景気減速感等もあり、１万２千円台へ下落するなど

値動きの激しい展開となり、期末にかけては１万３千円台で推移する展開となりました。 

このような金融経済環境のもと、当第１四半期の連結ベースの業績は以下のとおりとなりました。 

(財政状態) 

 当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末比383億円減少して７兆2,166億円となりま

した。負債につきましては、前連結会計年度末比376億円減少して６兆6,540億円となりました。また、純

資産は、前連結会計年度末比６億円減少して5,625億円となりました。 

  主要勘定の動きは次のとおりとなりました。 

 貸出金は、地方公共団体向け資金、長野県外の事業性資金及び個人向けの資金等が増加したことを主因

に前連結会計年度末比257億円増加して４兆3,420億円となりました。 

 有価証券は、国債を中心に前連結会計年度末比1,113億円減少して２兆1,633億円となりました。 

 預金は、個人及び法人の預金を中心に引き続き好調に推移し、前連結会計年度末比1,311億円増加して

５兆9,397億円となりました。 

(経営成績) 

 連結粗利益の大半を占める資金利益は、利回り低下による貸出金利息の減少を主因に前年同期比２億８

千２百万円減少して209億１千６百万円となりました。役務取引等利益（含む信託報酬）は、前年同期比

４億７千４百万円増加して39億８千８百万円となりました。その他業務利益は国債等債券関係損益の増加

などにより前年同期比20億７千２百万円増加して54億７千９百万円となりました。 

 与信関係費用は、貸倒引当金戻入益が増加したことを主因に前年同期比７億１千８百万円減少して△19

億７千７百万円となりました。株式等関係損益は、株式等償却の減少及び株式等売却益の増加を主因に前

年同期比27億４千６百万円改善して11億９千５百万円となりました。 

 以上の結果、経常利益は前年同期比72億１千７百万円増加して176億９千３百万円、四半期純利益は、

前年同期比50億２千１百万円増加して106億６千７百万円となりました。 

セグメントごとの業績は次のとおりであります。 

① 銀行業 

当行単体の増益の結果、セグメント利益（経常利益）は前年同期比71億８千６百万円増加して、164

億８千１百万円となりました。 

② リース業                      

セグメント利益（経常利益）は、前年同期比４億３千３百万円減少して８億１千万円となりまし

た。 

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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なお、報告セグメントに含まれない「その他」につきましては、前年同期比４億７千１百万円増加して

４億４百万円のセグメント利益（経常利益）となりました。 

  

○損益の概要 

 
(注) 前第１四半期連結累計期間は、一般貸倒引当金、個別貸倒引当金ともに取崩となったことから貸倒引当金戻入

益を計上しております。また、当第１四半期連結累計期間は、一般貸倒引当金の取崩額が個別貸倒引当金の繰入

額を上回り貸倒引当金全体で取崩となりましたので、経理基準に従い、その合計額を貸倒引当金戻入益に計上し

ております。 

  

 
至 平成24年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日

(百万円) (Ａ)
至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日

(百万円) (Ｂ)

増減
(百万円)

 
(Ｂ)－ (Ａ)

連結粗利益 28,250 30,635 2,385 

資金利益 21,198 20,916 △282 

役務取引等利益(含む信託報酬) 3,513 3,988 474 

特定取引利益 130 251 120 

その他業務利益 3,407 5,479 2,072 

営業経費 16,922 16,577 △344 

与信関係費用 △1,259 △1,977 △718 

貸出金償却 0 ― △0 

個別貸倒引当金繰入額 ― ― ― 

一般貸倒引当金繰入額 ― ― ― 

貸倒引当金戻入益 1,191 2,039 848 

その他与信関係費用 △68 61 130 

株式等関係損益 △1,550 1,195 2,746 

その他 △552 482 1,035 

経常利益 10,476 17,693 7,217 

特別損益 △14 △22 △7 

税金等調整前四半期純利益 10,461 17,671 7,209 

法人税、住民税及び事業税 2,977 4,438 1,461 

法人税等調整額 1,229 2,023 794 

法人税等合計 4,206 6,461 2,255 

少数株主利益 609 541 △67 

四半期純利益 5,645 10,667 5,021 
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① 国内・海外別収支 

資金運用収支は、利回り低下による貸出金利息の減少を主因に前年同期比282百万円減少し、

20,916百万円となりました。 

役務取引等収支は、前年同期比474百万円増加し、3,987百万円となりました。 

その他業務収支は、国債等債券関係損益の増加などにより、前年同期比2,072百万円増加し、5,479

百万円となりました。 

  

 
(注) １  「国内」とは、当行(海外店を除く)及び国内に本店を有する連結子会社(以下「国内連結子会社」という。)

であります。 

「海外」とは、当行の海外店及び海外に本店を有する連結子会社(以下「海外連結子会社」という。)であり

ます。 

２  資金調達費用は金銭の信託見合費用(前第１四半期連結累計期間９百万円、当第１四半期連結累計期間21百

万円)を控除して表示しております。 

３  相殺消去額は、「国内」と「海外」の間の内部取引額を記載しております。 

  

種類 期別
国内 海外 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資金運用収支 
前第１四半期連結累計期間 21,137 61 ― 21,198 

当第１四半期連結累計期間 20,835 80 ― 20,916 

うち資金運用収益 
前第１四半期連結累計期間 22,998 77 △11 23,064 

当第１四半期連結累計期間 23,092 118 △20 23,190 

うち資金調達費用 
前第１四半期連結累計期間 1,861 16 △11 1,865 

当第１四半期連結累計期間 2,256 37 △20 2,273 

信託報酬 
前第１四半期連結累計期間 0 ― ― 0 

当第１四半期連結累計期間 0 ― ― 0 

役務取引等収支 
前第１四半期連結累計期間 3,510 2 ― 3,512 

当第１四半期連結累計期間 3,986 1 ― 3,987 

うち役務取引等 
収益 

前第１四半期連結累計期間 4,931 4 ― 4,935 

当第１四半期連結累計期間 5,448 4 ― 5,452 

うち役務取引等 
費用 

前第１四半期連結累計期間 1,421 2 ― 1,423 

当第１四半期連結累計期間 1,462 2 ― 1,465 

特定取引収支 
前第１四半期連結累計期間 130 ― ― 130 

当第１四半期連結累計期間 251 ― ― 251 

うち特定取引収益 
前第１四半期連結累計期間 142 ― ― 142 

当第１四半期連結累計期間 251 ― ― 251 

うち特定取引費用 
前第１四半期連結累計期間 11 ― ― 11 

当第１四半期連結累計期間 ― ― ―  ― 

その他業務収支 
前第１四半期連結累計期間 3,400 7 ― 3,407 

当第１四半期連結累計期間 5,475 4 ― 5,479 

うちその他業務 
収益 

前第１四半期連結累計期間 11,329 7 ― 11,336 

当第１四半期連結累計期間 16,109 4 ― 16,114 

うちその他業務 
費用 

前第１四半期連結累計期間 7,928 0 ― 7,929 

当第１四半期連結累計期間 10,634 0 ― 10,634 
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② 国内・海外別預金残高の状況 

○  預金の種類別残高(末残) 
  

 
(注) １  流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金 

２  定期性預金＝定期預金＋定期積金 

３  「国内」とは、当行(海外店を除く)及び国内連結子会社であります。 

「海外」とは、当行の海外店及び海外連結子会社であります。 
  

③ 国内・海外別貸出金残高の状況 

○  業種別貸出状況(末残構成比) 
  

 
(注)   「国内」とは、当行(海外店を除く)及び国内連結子会社であります。 

「海外」とは、当行の海外店及び海外連結子会社であります。 

  

種類 期別
国内 海外 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計 
前第１四半期連結会計期間 5,757,294 9,105 ― 5,766,399 

当第１四半期連結会計期間 5,919,012 20,732 ― 5,939,745 

うち流動性預金 
前第１四半期連結会計期間 3,079,223 5,079 ― 3,084,303 

当第１四半期連結会計期間 3,154,803 4,992 ― 3,159,795 

うち定期性預金 
前第１四半期連結会計期間 2,534,136 4,025 ― 2,538,161 

当第１四半期連結会計期間 2,537,866 15,740 ― 2,553,606 

うちその他 
前第１四半期連結会計期間 143,934 0 ― 143,934 

当第１四半期連結会計期間 226,342 0 ― 226,342 

譲渡性預金 
前第１四半期連結会計期間 129,790 ― ― 129,790 

当第１四半期連結会計期間 332,485 ― ― 332,485 

総合計 
前第１四半期連結会計期間 5,887,084 9,105 ― 5,896,190 

当第１四半期連結会計期間 6,251,498 20,732 ― 6,272,231 

業種別
前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

国内 
(除く特別国際金融取引勘定分) 

4,220,332 100.00 4,320,400 100.00 

製造業 780,993 18.51 782,753 18.12 

農業、林業 15,377 0.36 15,312 0.35 

漁業 5,382 0.13 6,773 0.16 

鉱業、採石業、砂利採取業 1,955 0.05 21,669 0.50 

建設業 108,365 2.57 105,050 2.43 

電気・ガス・熱供給・水道業 49,183 1.16 48,813 1.13 

情報通信業 48,553 1.15 45,000 1.04 

運輸業、郵便業 130,659 3.10 124,692 2.89 

卸売業、小売業 583,026 13.81 587,014 13.59 

金融業、保険業 306,499 7.26 314,460 7.28 

不動産業、物品賃貸業 497,023 11.78 496,726 11.50 

その他サービス業 304,376 7.21 273,703 6.33 

地方公共団体 415,465 9.84 465,740 10.78 

その他 973,471 23.07 1,032,689 23.90 

海外及び特別国際金融取引勘定分 7,116 100.00 21,627 100.00 

政府等 ― ― 254 1.17 

金融機関 483 6.79 1,264 5.85 

その他 6,632 93.21 20,108 92.98 

合計 4,227,448 ― 4,342,027 ―
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④「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づく信託業務の状況 

「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づき信託業務を営む会社は提出会社１社です。 

○  信託財産の運用／受入状況(信託財産残高表) 
  

 
  

 
(注) １  共同信託他社管理財産については、取扱残高はありません。 

２  元本補填契約のある信託については、取扱残高はありません。 

  

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題、研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。 

研究開発活動については該当ありません。 

  

資産

科目

前連結会計年度 
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年６月30日)

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

有価証券 303 57.37 303 59.99 

信託受益権 207 39.27 194 38.47 

現金預け金 17 3.36 7 1.54 

合計 528 100.00 505 100.00 

負債

科目

前連結会計年度 
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年６月30日)

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

金銭信託 528 100.00 505 100.00 

合計 528 100.00 505 100.00 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

 
  

② 【発行済株式】 
  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 
  

 
  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 2,000,000,000 

計 2,000,000,000 

種類
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成25年６月30日)

提出日現在 
発行数(株) 

(平成25年８月７日)

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容 

普通株式 521,103,411 同左
東京証券取引所 
市場第一部

株主としての権利内容に制
限のない、標準となる株式 
単元株式数は1,000株であ
ります。 

計 521,103,411 同左 ― ― 

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式 
総数残高 
(千株)

資本金増減額

 
(百万円)

資本金残高

 
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金 
残高 

(百万円)

平成25年６月30日 ― 521,103 ― 52,243 ― 29,609 
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

 
(注)  上記の「完全議決権株式(その他)」の「株式数」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が６千株含ま

れております。また、「議決権の数」の欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権が６個含まれておりま

す。 

  

② 【自己株式等】 

 
  

該当事項はありません。 

  

   平成25年６月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式)

―
株主としての権利内容に制限 
のない、標準となる株式 普通株式 14,827,000 

完全議決権株式(その他) 普通株式 503,092,000 503,092 同  上

単元未満株式 普通株式 3,184,411 ― 同  上

発行済株式総数 521,103,411 ― ―

総株主の議決権 ― 503,092 ―

平成25年６月30日現在 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義 
所有株式数 

(株)

他人名義 
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
株式会社八十二銀行

長野市大字中御所字岡田 
178番地８ 

14,827,000 ― 14,827,000 2.84 

計 ― 14,827,000 ― 14,827,000 2.84 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

１  当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類

は、「銀行法施行規則」(昭和57年大蔵省令第10号)に準拠しております。 

  

２  当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（自 平成25年

４月１日  至 平成25年６月30日）及び第１四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日  至 平成25年

６月30日)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツの四半期レビューを受けてお

ります。 
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年６月30日) 

資産の部   

現金預け金 346,224 333,232

コールローン及び買入手形 22,572 50,000

買入金銭債権 46,405 49,685

特定取引資産 39,379 41,109

金銭の信託 29,735 61,502

有価証券 2,274,684 2,163,369

貸出金 ※1  4,316,284 ※1  4,342,027

外国為替 22,945 23,956

リース債権及びリース投資資産 56,535 56,099

その他資産 89,111 82,780

有形固定資産 35,431 36,441

無形固定資産 4,817 4,746

繰延税金資産 3,422 2,927

支払承諾見返 43,185 42,355

貸倒引当金 △75,755 △73,629

投資損失引当金 △0 △0

資産の部合計 7,254,978 7,216,602

負債の部   

預金 5,808,637 5,939,745

譲渡性預金 372,257 332,485

コールマネー及び売渡手形 29,501 27,774

債券貸借取引受入担保金 97,707 74,230

特定取引負債 6,774 7,495

借用金 161,496 80,939

外国為替 2,476 1,419

その他負債 112,995 94,811

退職給付引当金 14,920 14,736

睡眠預金払戻損失引当金 603 603

偶発損失引当金 1,187 1,134

特別法上の引当金 7 9

繰延税金負債 39,989 36,299

支払承諾 43,185 42,355

負債の部合計 6,691,740 6,654,041
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年６月30日) 

純資産の部   

資本金 52,243 52,243

資本剰余金 29,674 29,674

利益剰余金 346,651 354,022

自己株式 △7,209 △7,164

株主資本合計 421,358 428,774

その他有価証券評価差額金 134,197 116,968

繰延ヘッジ損益 △15,330 △6,985

為替換算調整勘定 △824 △661

その他の包括利益累計額合計 118,042 109,321

新株予約権 204 175

少数株主持分 23,632 24,289

純資産の部合計 563,238 562,560

負債及び純資産の部合計 7,254,978 7,216,602
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

経常収益 44,448 53,715

資金運用収益 23,064 23,190

（うち貸出金利息） 15,408 14,630

（うち有価証券利息配当金） 7,474 8,362

信託報酬 0 0

役務取引等収益 4,935 5,452

特定取引収益 142 251

その他業務収益 11,336 16,114

その他経常収益 ※1  4,968 ※1  8,705

経常費用 33,972 36,021

資金調達費用 1,874 2,294

（うち預金利息） 720 619

役務取引等費用 1,423 1,465

特定取引費用 11 －

その他業務費用 7,929 10,634

営業経費 16,922 16,577

その他経常費用 ※2  5,811 ※2  5,049

経常利益 10,476 17,693

特別利益 1 0

固定資産処分益 － 0

金融商品取引責任準備金取崩額 1 －

特別損失 16 22

固定資産処分損 16 19

金融商品取引責任準備金繰入額 － 2

税金等調整前四半期純利益 10,461 17,671

法人税、住民税及び事業税 2,977 4,438

法人税等調整額 1,229 2,023

法人税等合計 4,206 6,461

少数株主損益調整前四半期純利益 6,254 11,209

少数株主利益 609 541

四半期純利益 5,645 10,667
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 6,254 11,209

その他の包括利益 △9,175 △8,587

その他有価証券評価差額金 △4,486 △17,095

繰延ヘッジ損益 △4,785 8,344

為替換算調整勘定 96 163

四半期包括利益 △2,920 2,621

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △3,386 1,946

少数株主に係る四半期包括利益 465 675
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【注記事項】 

（四半期連結貸借対照表関係） 

※１  貸出金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。 

 
なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

  

（四半期連結損益計算書関係） 

※１  その他経常収益には、次のものを含んでおります。 

 
  

※２  その他経常費用には、次のものを含んでおります。 

 
  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次の

とおりであります。 

 
  

（株主資本等関係） 

前第１四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日） 

１  配当金支払額 

 
  

２  基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会

計期間の末日後となるもの 

該当ありません。 

  

 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日)
当第１四半期連結会計期間 

(平成25年６月30日)

破綻先債権額 8,710百万円 8,673百万円 

延滞債権額 111,407百万円 109,680百万円 

３ヵ月以上延滞債権額 415百万円 295百万円 

貸出条件緩和債権額 33,304百万円 31,407百万円 

合計額 153,837百万円 150,057百万円 

 (自  平成24年４月１日 
至  平成24年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

金銭の信託運用益 2,160百万円 4,052百万円 

貸倒引当金戻入益 1,191百万円 2,039百万円 

 (自  平成24年４月１日 
至  平成24年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

金銭の信託運用損 3,503百万円 4,507百万円 

株式等償却 1,565百万円 188百万円 

 (自  平成24年４月１日 
至  平成24年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

減価償却費 1,319百万円 1,350百万円 

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月22日 
定時株主総会 

普通株式 2,044 4.00 平成24年３月31日 平成24年６月25日 利益剰余金 
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当第１四半期連結累計期間（自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日） 

１  配当金支払額 

 
  

２  基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会

計期間の末日後となるもの 

該当ありません。 

  

（セグメント情報等） 

前第１四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日） 

報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
（注）１  一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。 

２  「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、証券業及びベンチャーキャピ

タル業を含んでおります。 

３  セグメント利益の調整額３百万円は、セグメント間取引消去であります。 

４  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。 

  

当第１四半期連結累計期間（自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日） 

報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
（注）１  一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。 

２  「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、証券業及びベンチャーキャピ

タル業を含んでおります。 

３  セグメント利益の調整額△３百万円は、セグメント間取引消去であります。 

４  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。 

  

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月21日 
定時株主総会 

普通株式 3,290 6.50 平成25年３月31日 平成25年６月24日 利益剰余金 

【セグメント情報】

（単位：百万円）

 

報告セグメント

その他 合計 調整額

四半期 
連結損益 
計算書 
計上額

銀行業 リース業 計

経常収益        

外部顧客に対する経常収益 34,862 9,099 43,962 486 44,448 ― 44,448 

セグメント間の内部経常収益 167 171 339 9 348 △348 ― 

計 35,029 9,271 44,301 496 44,797 △348 44,448 

セグメント利益（△は損失） 9,294 1,244 10,538 △66 10,472 3 10,476 

（単位：百万円）

 

報告セグメント

その他 合計 調整額

四半期 
連結損益 
計算書 
計上額

銀行業 リース業 計

経常収益        

外部顧客に対する経常収益 44,212 8,505 52,718 996 53,715 ― 53,715 

セグメント間の内部経常収益 199 206 406 3 409 △409 ― 

計 44,412 8,712 53,124 999 54,124 △409 53,715 

セグメント利益 16,481 810 17,291 404 17,696 △3 17,693 
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※１  企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認

められるものは、次のとおりであります。 

※２  四半期連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け金を含めて記載して

おります。 

  

その他有価証券 

前連結会計年度(平成25年３月31日) 

 
  

当第１四半期連結会計期間(平成25年６月30日) 

 
  

（有価証券関係）

 取得原価(百万円)
連結貸借対照表 
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 100,228 223,940 123,712 

債券 1,559,206 1,629,269 70,063 

  国債 1,231,847 1,292,813 60,966 

  地方債 82,097 86,036 3,939 

  短期社債 499 499 △0 

  社債 244,762 249,919 5,157 

その他 385,530 398,751 13,221 

  うち外国証券 347,531 354,559 7,028 

合計 2,044,965 2,251,961 206,996 

 取得原価(百万円)
四半期連結貸借対照表 

計上額(百万円)
差額(百万円)

株式 100,080 241,370 141,290 

債券 1,471,989 1,506,958 34,968 

  国債 1,140,181 1,170,533 30,352 

  地方債 86,276 88,991 2,714 

  短期社債 499 499 △0 

  社債 245,031 246,933 1,901 

その他 386,973 390,856 3,882 

  うち外国証券 346,433 349,880 3,446 

合計 1,959,043 2,139,185 180,141 
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（１株当たり情報） 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び

算定上の基礎は、次のとおりであります。 
  

 
  

（重要な後発事象） 

該当ありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  (自  平成24年４月１日 
至  平成24年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

(1)１株当たり四半期純利益金額 円 11.04 21.07 

(算定上の基礎)    

四半期純利益 百万円 5,645 10,667 

普通株主に帰属しない金額 百万円 ― ― 

普通株式に係る四半期純利益 百万円 5,645 10,667 

普通株式の期中平均株式数 千株 511,022 506,182 

   
(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額 
円 11.04 21.05 

(算定上の基礎)    

四半期純利益調整額 百万円 ― ― 

普通株式増加数 千株 353 497 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後１株当たり四半期純利益金額の算定
に含めなかった潜在株式で、前連結会計
年度末から重要な変動があったものの概
要 

 ― ― 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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平成２５年７月２９日
  

 
  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

株式会社八十二銀行の平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結

会計期間（平成２５年４月１日から平成２５年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２５年

４月１日から平成２５年６月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、

四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の

ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す

ることが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半

期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

独立監査人の四半期レビュー報告書 

株 式 会 社  八  十  二  銀  行 

取    締    役    会    御  中 

有限責任監査法人  ト  ー  マ  ツ  

指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 岸    野        勝 ㊞ 

指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 五 十 幡    理 一 郎 ㊞ 

指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 杉    田    昌    則 ㊞ 



  
監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社八十二銀行及び連結子会社の平成

２５年６月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

  

 
  

※  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告
書提出会社）が別途保管しております。 

※  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成25年８月７日 

【会社名】 株式会社  八十二銀行 

【英訳名】 The Hachijuni Bank，Ltd. 

【代表者の役職氏名】 取締役頭取    湯 本  昭 一 

【最高財務責任者の役職氏名】 ― 

【本店の所在の場所】 長野市大字中御所字岡田178番地８ 

【縦覧に供する場所】 株式会社八十二銀行  東京営業部 

  (東京都中央区日本橋室町四丁目１番22号) 

 株式会社  東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 



当行取締役頭取 湯本昭一は、当行の第131期第１四半期(自平成25年４月１日 至平成25年６月30

日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしまし

た。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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